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第136回　東京医科大学医学会総会
日　　時：平成7年10月21日（土）　午後1時より
会　場：東京医科大学病院臨床講堂（6階）
当番教室：生理学第二講座，精神医学講座
特別講演：1．膵・胆管合流異常の病態と治療
　　　　　　　外科学第三講座　小柳泰久主任教授54（2）
　　　　　2．歯槽骨の再建を目的とした各種生体用材料の可能性
　　　　　　　一さまざまな材料と骨構造の変化をどう考えるか一
　　　　　　　口腔外科学　千葉博茂主任教授54（2）
シンポジウム：災害時における大病院の対応を考える
　　　　　　　司会　名和　肇助教授
シンポジウム
1．阪神大震災時の神戸大学病院の対応
　　　（日本テレビ報道局解説委員）高田和男
　発災時
　病院内には当直医など37名のドクターが院内に
いた．発災と同時に全館停電となったが，自家発電
装置により5時間後の午前10時30分には必要な電
力が確保された．当日朝の入院患者の給食は，幸い
なことに発災時には給食職員が全員出勤しており，
職員のとっさの判断で蒸気を使って在庫米の全てを
炊くことに成功，入院患者の4食分の握り飯が確保
された．
　発災以降
　発災時37名だったドクターも昼頃には全体の2
割にあたる160名が確保され，診察，治療が可能と
なった．病院にとって必要不可欠な水，電気などの
ライフラインは，水道が6日間ストップ．ガスは26
日間使用不能に．電話は発災当日が使用不能となっ
た．このようにライフラインが完全にマヒしたため，
緊急検査のみ実施され，850人の入院患者のうち歩
行可能者は近隣の他施設へ転院させる措置がとられ
た．
　発災からの7日間に，救急部は1167名の患者を手
当てした．そのうち入院させた患者は191名．DOA
が41名．手術部では麻酔器や，手洗いの破損により，
手袋を二重に着用し，163件の緊急手術を実施した．
入院が必要となった患者の大半は打撲，挫滅等で36
名が透析，血液ろ過が必要だったが機器が不足して
思うようにいかなかった．
　問題点
　医療スタッフ自身も被災者であり，交通手段の途
絶で出勤に手間どつた．
　ライフラインがマヒし，医療機器が破損，医療物
資が底をついたが補給が困難だった．
　救急隊や近隣病院との日頃からの連絡の必要性を
痛感した．
　外国人対策が十分出来なかった．
　非常用電源でEVの運転が可能となったが，事務
官がマニュアルを遵守したため使うことができず，
患者搬送を人力で行った．
　高度先進医療の大学病院も，災害時はプライマリ
ーケアが中心となった．
2．阪神大災害における神戸市立西市民病院の対応
（神戸市立中央市民病院神経科参事）
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　神戸市立西市民病院は，高層市営住宅・木造集合
住宅・零細工場などの密集地にある，370病床・外来
患者tw　1，000人／日・医師47人・総職員数250人の
病院であった．
　震災発生の約40分後より，倒壊家屋・転落家具・
ガラスなどによる外傷患者が受診し始めた．早朝で
あったために，職員は当直医師4人・救急科看護婦
3人・事務職員4人であり，また病棟が損壊したため
に病棟看護婦10人余りは入院患者の避難に追われ
ていたために，大挙来院する被災者に系統だった受
診案内ができなかった．患者数は地震発生後2～3時
間後頃にピークとなり，午前中に500人以上，全日
で700人以上が来院したと推測されている．広汎火
傷の症例はなかったが，死亡者69人は全員圧死で，
蘇生処置が奏効した症例はなかった．なお，震災直
後より，水道・電気・ガスはとまり，電話も満足に
使える状況ではなかった．それゆえ，災害直後の医
療活動における要点は①医療活動の場所の確保，②
医療設備の稼働の確保，③医療従事者の確保，④指
揮命令系統の確立が重要であり，具体的医療活動で
は①生存者と死亡者の鑑別，②重症者に対する専
門的医療処置，③軽症者に対する全診療科医師によ
る処置，④死亡者の家族に対する事務的・精神的対
応といえる．
　地震発生の翌日からは，通院中であった患者は再
来受診し，外傷・風邪・腹痛・頭痛など災害関連の
有無に関係のない新患も受診するために，また多く
の入院患者もあるため，ライフ・ラインが止まり災
害により機能が停止した薬局・給食・便所・医療事
務などの基本的病院設備の早急な回復確保が必要で
ある．今回の地震は厳寒の候であったために，食中
毒・皮膚病・日射病などは発生しなかったが，地震
翌日より不安神経症・風邪・肺炎・腹痛・便秘など
の新患が日々受診した．震災後1～2ヶ月間は，地震
経験の恐怖感・住居喪失による環境変化・余震の恐
怖・会社倒壊や失業など経済的危機による不安感に
よる精神的ストレスを受けている症例が多かった
が，ライフ・ラインの復活した地震後2～3ヶ月以降
は将来の経済的不安や目的喪失による自殺・抑うっ
状態・荘乎とした生活様式が持続した．このような
状態にある被災者への精神衛生も重要であるが，救
護活動にあたっていた公務員・企業の管理者・医療
関係者も災害の被災者であると共に，一般被災者へ
の救護活動から受ける心理的ストレスに苦悩してい
たことを認識しておかねばならない．
3．災害時における大病院の対応を考える…医療
展開は如何にあるべきか…
　　　（東京医科大学救急医療センター）
　　　　　　　　　　　　　　　　小池荘介
　多数傷病者が発生するいわゆる『集団災害』はそ
の原因によって“人的災害”と“自然災害”に分け
られる．人的災害では多くの場合その医療対象は災
害の種類によって傷病の範囲が限定される．一方，
自然災害では，概して初期対応は外傷性が中心とな
る．24～48時間経過するといわゆる“災害弱者”と
いわれる人々を中心とした脱水，感染，精神反応な
どの非外傷性のものが中心となってくる．よって，
人的災害に対する医療と自然災害に対する医療との
間には，自ずから差異がでてくる．しかし，人的災
害であれ自然災害であれ，それに対する医療展開の
基本は同一なものである．さて，集団災害医療の特
殊性として「一人でも多くの救命を目標とし，一人
を救命するためにより多数を犠牲にしてはならな
い」という大原則がある．この大原則に従って集団
災害医療は展開されなければならない．すなわち，
集団災害に対する医療は情報から始まり，いわゆる
“3T”といわれるTriage（振り分け），Treatment（治
療），Transportation（搬送）のJifi序に従って展開さ
れる．具体的には，
①医師，看護婦を始めとする人的資源をできるだけ
速やかに集める．
②病院長を中心とした災害対策本部を置き，ライフ
ラインの確認，医療資源の確保，入院ベッドの確保
および情報収集さらに他医療施設との連絡を行う．
③医療チームは，災害時には圧挫症候群や有毒ガス
吸入患者などの特殊な病態の患者もいる故に救急部
の医師および看護婦を中心とした各科の協力のもと
にTriageチーム，　TreatmentチームさらにTrans－
portationチームに分ける．特に，　Triageは，これ
を行う医師の責任は重く，Triageにより以降の医療
の流れが支配される故に救急部のスタッフが行うべ
きである．
④多数傷病者の入院管理が必要である場合は，重症
者は救急センター，集中治療室へ，中等症以下のも
のは一般病棟あるいは簡易ベッドに収容する．
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